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公益法人
の区分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・
応募者数

債務整理等に関する返還照会
対応（受電・架電）等の業務に係
る労働者派遣

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.1
株式会社ピーアンドピー・
キャリア
東京都新宿区西新宿1-25-1

一般競争入札 - 3,214,728 -

「平成27年度大学等奨学生採
用候補者の皆さんへ」の作成

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.1
図書印刷株式会社
東京都北区東十条3-10-36

一般競争入札 - 2,995,920 -

平成26年度官民協働海外留学
支援制度～トビタテ！留学
JAPAN日本代表プログラム～
の奨学金等支給業務にかかる
人材派遣

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.1
株式会社ネオキャリア
東京都新宿区西新宿一丁目
22番2号

一般競争入札 - 1,620,675 -

2014年海外留学フェア実施業
務委託

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.3
株式会社さんぽう
東京都渋谷区初台1丁目31
番16号

一般競争入札 - 2,372,392 -

東京日本語教育センター理科
実験台等の入替

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.11
株式会社清和ビジネス
東京都中央区日本橋室町四
丁目3番18号

一般競争入札 - 2,613,600 -

コールセンター事業者用増設パ
ソコンの購入及び保守業務調達

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.15
株式会社リコー
東京都大田区中馬込一丁目
3－6

一般競争入札 - 4,006,800 -

奨学金業務システムに係るデー
タセンター等

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.16

エヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ株式会社
東京都千代田区内幸町一丁
目1番6号

一般競争入札
（政府調達・
総合評価）

- 131,414,400 -

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地

契約を
締結した日

一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実

施）

予定価格 契約金額 落札率
契約の相手方の商号又は名

称及び住所

公益法人の場合

備考

様式３－３ 
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公益法人
の区分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・
応募者数

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地

契約を
締結した日

一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実

施）

予定価格 契約金額 落札率
契約の相手方の商号又は名

称及び住所

公益法人の場合

備考

様式３－３ 

奨学金業務システムのハード
ウェア・ソフトウェアの賃借

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.23
日立キャピタル株式会社
東京都港区西新橋二丁目15
番12号

一般競争入札
（政府調達・
総合評価）

- 2,282,233,320 -

平成26年度返還のてびきの印
刷

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.24
株式会社アイネット
東京都中央区銀座7-16-21

一般競争入札
（政府調達）

- 15,012,000 -

奨学金業務システム（JSAS）の
学校と連携した働きかけに係る
システム改修

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H26.7.31
アイ・システム株式会社
東京都千代田区九段南4丁
目8番13号

一般競争入札 - 10,800,000 -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


	【様式3－3】　競争入札  物品・役務等

